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　厚生労働省と日本年金機構が、マイナンバー制度や年金生活者支援給付金等の年金に係る最新制度について説明を行い、情
報共有を図る予定であった。

【講 師】
厚生労働省年金局事業管理課：古賀紳介課長補佐

城戸健一年金業務推進専門官
杉村弘樹国民年金適用収納専門官
田中健登法令係長

日本年金機構：刷新プロジェクト推進室事業調整監
事業推進統括部市区町村連携グループ

　  １日目予定（２）：分科会

　テーマごとに８分科会に分かれて、国民年金の実務や制度について疑問点や改善点等、それぞれ議論をすることが予定され
ていた。参加を予定していた市区と厚生労働省、日本年金機構では事前にメール等で意見交換を重ねており、第２〜第８分科
会は非公開であったが、参加しない人も情報を共有できるように厚生労働省及び日本年金機構からの公式回答を含めた資料

（意見提案票）を作成していた。

　  １日目予定（１）：最新制度説明会

・マイナンバー制度について 〜平成31年１月以降の情報連携
・年金生活者支援給付金について
・産前産後期間の保険料免除について
・日本年金機構と市区町村の連携について

テーマ　※（　）内はリーダーの所属

【第１分科会】  「最新制度全般」（鹿児島県鹿児島市国民年金課）
【第２分科会】  「日本年金機構との連携強化」（東京都町田市保険年金課）
【第３分科会】  「交付金全般」（福島県福島市国保年金課）
【第４分科会】  「資格適用」（大分県別府市保険年金課）
【第５分科会】  「保険料納付・免除」（福岡県北九州市保険年金課）
【第６分科会】  「給付全般」（熊本県山鹿市国保年金課）
【第７分科会】  「障害年金（１）」（香川県高松市市民課）
【第８分科会】  「障害年金（２）」（高知県高知市中央窓口センター）

　第 56 回全国都市国民年金協議会総会及び研修会が平成 30 年８月 23・24 日の２日間、九州ブロック・大分県大
分市の J：COM ホルトホール大分で開催される予定であったが、台風 20 号の襲来により中止となった。会員都
市 813 都市のうち、212 市区（268 名）が参加することになっていた。
　１日目は年金の最新制度説明会と分科会が、２日目は総会と基調講演、分科会報告・事例発表等が予定されてい
た。予定していた内容を以下にお知らせする。
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意見提案票の内容（各ブロックごとに選定）

■第１分科会（最新制度全般）
　近畿ブロックから、電子媒体化やマイナンバー利用事務に関して、すでに発生していた問題が後手に回りトラブルにつなが
っていることが多いため、日本年金機構（以下、機構）に対して情報共有と改善を求める意見が出されていた。機構からは分科
会において出席者の意見を聴取して有効な手段を検討したいとの回答を得ていた。
　中国ブロックから、市区町村の業務が煩雑になるため、マイナンバーによる報告（原則）を従来の基礎年金番号による対応に
戻してほしいとの意見が出されていたが、機構からはマイナンバー導入の趣旨に対する理解と協力が求められていた。また、
中国ブロックからは年金生活者支援給付金について、厚生労働省に対して準備期間を考慮した通知を発出してほしい旨要求が
出されていた。

■第２分科会（日本年金機構との連携強化）
　東北ブロックから、法定免除や外国への転出、障害年金請求等の手続きについて、わかりやすい様式に変更してほしい旨意
見が出され、機構からは現状の各様式の趣旨について説明が行われていた。
　関東ブロックからは、年金事務所の電話回線やねんきん加入者ダイヤルの対応について改善が求められていた。機構では市
区町村と情報共有を図り誤案内がないよう努めたいと回答していた。九州ブロックからは高齢者が利用しやすい電話応対への
改善が求められていた。

■第３分科会（交付金全般）
　第56回全国都市国民年金事務局が会員都市を代表して、国民年金事務費交付金について、会計検査院の実地調査による指摘
に基づく事務見直しは、市区町村事務の実態も考慮したものにしてほしいとの意見を出しており、厚生労働省からは会計検査
院の受検内容を踏まえた取扱いを一部明確化しており、基本的に来年度から変更していく予定との回答が出されていた。

■第４分科会（資格適用）
　東北ブロックから、任意加入被保険者の資格喪失時期について機構より通知してほしい旨意見が出されていたが、機構は、
年齢（65歳）と加入月数（480月）による喪失は当該予定日に資格喪失の処理を行っているが、これ以外の場合は、資格喪失を
通知することは任意加入の趣旨を考えて困難であるとして、市区町村から被保険者に対する丁寧な説明を求めていた。
　関東ブロックからは、外国人の加入手続きについて、窓口の負担を軽減するための工夫が求められており、厚生労働省から
は職権適用の確実な実施に務める旨の回答がなされていた。また、東海ブロックからはカナだけではなくローマ字による外国
人の管理が求められており、機構からは現状の説明と管理上の徹底について回答が出されていた。
　北信越ブロックからは免除申請や口座振替申出を同時に受けた場合の納付書の省略が求められたが、厚生労働省からは納付
書の意義及び手続きの流れを考えると困難であるとの回答がなされていた。
　四国ブロックからは機構に対して、資格取得や異動があった後の納付書が速やかに被保険者に届くようにしてほしいとの意
見が出され、機構からは現状のスケジュールが示されたうえで迅速な対応に努めるとの回答が出されていた。

■第５分科会（保険料納付・免除）
　東北ブロックから厚生労働省に対して、保険料納付が選択制となる平成26年度より前の法定免除期間において納付済み保険
料がある場合、年金額の計算に充当できる仕組みにしてほしいとの意見が出されたが、厚生労働省は規定により適用できない
との回答を行っていた。
　関東ブロックからは、法定免除について生活扶助受給者や障害年金受給者と連動して職権適用できるシステムの構築を望む
意見が出されたが、厚生労働省からは生活扶助との連動は容易ではないこと、機構からは障害年金受給者との連動は検討した
い旨回答が出されていた。
　東海ブロックからは、免除申請書の受付情報を受託事業者にも提供して業務の効率化を図ってほしいとの意見が出され、機
構からは受託事業者との連携を密にすることで解決していきたいとの回答が出されていた。また、東海ブロックから３月生ま
れの20歳加入者の前納について改善が求められ、厚生労働省及び機構からできない旨回答があった。
　四国ブロックからは、雇用形態の変更で厚生年金保険の資格喪失した人に対しても保険料の特例免除を認定してほしいとの
要望があったが、厚生労働省からは対象を拡大することは困難であるとの回答が出されていた。

Web版 Vol.66（通巻711号） 2018. 9.14 02



全国都市国民年金協議会
及び研修会

　九州ブロックからは、免除の継続申請について、マイナンバー本格稼働後は翌年度以降も一部免除を含む全区分を審査して
ほしい旨意見が出されたが、厚生労働省・機構ともに、一部免除を含む全区分の継続審査を行うのは処理の流れからみて困難
であるとしていた。

■第６分科会（給付全般）
　近畿ブロックから、繰下げ請求について、請求者が正しく理解したうえで選択できるよう、「老齢基礎年金請求書」の様式に
追加で確認欄を設けてほしいとの意見が出され、機構からはターンアラウンド請求書への確認書の同封やリーフレットの見直
しを検討しているとの回答が出されていた。
　中国ブロックからは、「扶養親族等申告書」が平成30年度に改定され被保険者の混乱を招いているため、様式を簡素化するよ
う意見が出され、機構からは簡素化に向けて関係機関と調整していきたいとの回答が出されていた。

■第７・８分科会（障害年金）
　以前から市区町村の負担が大きい障害基礎年金裁定請求に係る事務処理について、近畿ブロックから機構が一括して取り扱
ってほしいとの意見が出されたが、厚生労働省・機構ともに、法定受託事務として市区町村にお願いしている現状を踏まえて
互いの連携と協力が求めてられていた。
　九州ブロックからは、障害年金について20歳・60歳到達時の周知を強化してほしいとの要望が出されていた。厚生労働省・
機構ともに市区町村と連携し周知に努めたいとの回答が出されていた。

　
　２日目は総会が予定され、「国民年金制度改善についての要望書（案）」については、承認後に厚生労働省及び日本年金機構に
手交するとともに、次期総会開催市についても承認が求められる予定であった。

　第１号議案の「国民年金制度改善についての要望書（案）」の内容は次のとおり。また、第２号議案では、来年の第57回総会
の開催市として、東北ブロックの仙台市が予定されていたが、今回の中止に伴い、後日、書面決議が行われ、両議案とも平成30
年９月10日付で承認された。

※各ブロックでの選定に漏れた意見提案票についても、事務局が当初示した「意見提案票活用方針」どおり、すでに回答が得られているものを除き、現場の声と
して厚生労働省及び機構に伝達されている。

　  ２日目予定（１）：総会

総会次第
１ 開 会
２ 会長挨拶…全国都市国民年金協議会会長　佐藤樹一郎大分市長
３ 来賓祝辞…加藤勝信厚生労働大臣（代理）・日本年金機構理事長（代理）
４ 来賓紹介…〔厚生労働省〕高橋俊之年金管理審議官、〔日本年金機構〕事業推進統括部長、他
５ 議長選出
６ 議事

 （ア）会務報告
 （イ）議案審議
 　・第１号議案 「国民年金制度改善についての要望書（案）」について
 　・第２号議案   次期総会開催市について

７ 閉 会
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国民年金制度改善についての要望書（案）

１ 国民年金事務の一元化について

（1）	国民年金事務の日本年金機構への一元化

　現在の国民年金事務は、取り扱い内容により、市区町村と年金事務所とで窓口が分かれているため、被保険者に

とって極めて分かりづらい状況にあるうえに、市区町村を経由し、日本年金機構で処理・審査される事務について

は、それぞれに処理時間を要するため非効率であり、結果として住民サービスの低下を招いている。

　また、「マイナンバー制度」の導入により、日本年金機構は、すでに住民基本台帳情報について市区町村を経由す

ることなく取得することが可能であり、平成31年１月以降には課税台帳等の公簿情報の取得も予定されている。

　さらに、戸籍情報についても、コンビニエンスストア等における証明書等の自動交付サービスの拡充が図られて

いるうえに、インターネットの普及により、窓口に来なくても申請書様式を自宅等で取得できるほか、近い将来に

は、マイナポータルでの電子申請も予定されるなど、市区町村に年金窓口を設ける必然性がより一層希薄になって

いる。

　このような状況に鑑み、国民年金事務については、日本年金機構へ一元化を図ることを要望する。

　併せて、一元化を図るにあたっては、住民サービスや利便性確保の観点から、希望により日本年金機構の出先窓

口を市区町村庁内に設置できるようにすることも、併せて検討すること。

　なお、国民年金事務の一元化や出先窓口の市区町村設置等が実現されるまでの間、段階的措置として、次の（２）

から（５）までの事項について早急な対応を要望する。

（2）	障害年金事務の窓口一元化

　障害年金事務については、障害内容及び年金制度に関する総合的かつ専門的な知識を必要とするため、比較的短

期間で人事異動があり、しかも少人数で担当せざるを得ない市区町村職員では対応の質の維持や継承が困難なた

め、請求者の相談ニーズに十分応えることができていない状況があり、窓口対応に長時間を要するだけでなく、書

類不備による返戻等も多く、請求者の負担を増やすこととなっている。

　そのため、窓口一元化の第一歩として、年金記録を保有し、専門的な職員体制の構築が可能な日本年金機構にお

ける障害年金事務の窓口一元化の早期実現を強く要望する。

　併せて、次の段階的措置として、給付全般の窓口一元化についても検討を進めること。

（3）	障害年金請求書不備の場合の本人への直接返戻

　障害年金センターが設置されて以降、市区町村からの照会にスムーズに対応してもらえる反面、市区町村におけ

る形式審査に不備がない場合でも、日本年金機構の事務処理上の都合（外字登録・請求後の住所異動による請求書

の書き換えなど）による返戻、診断書の内容に関する説明を含めた返戻など、形式審査の範囲を超えた対応を市区

町村に課す事例が増え、対応に苦慮している。

　そのため、市での受付時に不備がない場合は、障害年金センターから本人へ直接返戻するよう変更すること。

（4）	障害状況確認届の直送化

　障害状況確認届については、市区町村においても郵送を中心としたやり取りであることから身近な市区町村窓口

で受付する必要がないうえに、更新の可否や次回の診断書提出時期等についての問い合わせも多く、住民にとって

も照会先が不明瞭となっており、混乱をきたしている。

　迅速な審査につなげるためにも、返信用封筒を同封するなど、市区町村を経由せず、受給権者が障害年金センタ

ーに直送できるようにすること。

（5）	研修及び情報提供の充実

　一元化までの間、住民サービスの向上を図るため、市区町村職員の知識確保の機会として、厚生労働省及び日本
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年金機構主催の研修は必須である。

　前回、第55回要望書にて「研修・情報提供の充実」を求めた要望に対し、「研修体制の充実及び新規事務が発生し

た場合などの事前説明会については、日本年金機構と連携をとりながら実施していく」との回答をいただいたが、

未だ積極的に実施されておらず、回答と実際の対応が異なる事象が散見される。

　そのため、研修・事前説明会などの実施については、厚生労働省及び日本年金機構が責任を持って実施するよう、

再度強く要望する。

２ 国民年金事務費交付金について 

　地方財政法第10条の４で規定されている国民年金等事務取扱交付金については、平成25年度の実態調査により改善

された部分もあるが、その後、一部の基準額が減額されるなど、多くの市区町村で慢性的な超過負担となっている。

さらに、交付金算定基礎のひとつである第１号被保険者数の減少等により、交付金が縮減されており、マイナンバー制

度本格稼働に伴い、より一層の減額が見込まれているところである。

　しかし、その一方で、年金制度については、制度改正や事務変更等が頻繁に行われており、それに伴い、窓口来庁者や

問い合わせの増加、システム研修対応など、市区町村担当者の負担は増大している。

（1）	国民年金事務に要した経費の全額支給

　本来、法定受託事務である国民年金事務費は、超過負担が発生しないことが前提であるが、超過負担の発生によ

り国民年金事務従事者の削減や協力連携事務の縮小を余儀なくされ、市区町村における円滑な事務の執行に支障を

きたしている現状から、国民年金事務に要した経費全額を支給するよう強く要望する。

　併せて、超過負担が解消されないのであれば、法定受託事務内容の縮減もしくは簡素化を図るよう検討すること。

（2）	算定基礎及び算定項目の見直し

　算定基礎項目である第１号被保険者数は、少子高齢化の進展及び厚生年金適用拡大により、対象者数が減少して

いる反面、雇用形態の変化に伴い資格異動手続きを短期間で繰り返すことなどにより、窓口対応件数は増加している。

　さらに、職員定数の削減及び事務効率化の観点から、窓口業務の委託や正規職員以外を採用する市区町村も増加

傾向にあるが、平成18年度以降の人件費と物件費に区分して上限を設けて算定する現行の方法では、これまで人件

費として算定されていた経費は物件費に算定されることから、市区町村の創意工夫が交付金を減額させるという状

況を生じている。

　そのため、交付金については、実情に即さない経費の枠組みや係数などを見直し、市区町村の事務処理実態を反

映する仕組みへの変更を強く要望する。

（3）	事務費交付金などの事務軽減

　交付金申請や決算にかかる事務は複雑かつ膨大であり、短い期間での報告となることから、市区町村の負担が非

常に大きいため、簡略化を図ること。また、交付金変更に係る通知については各市区町村の予算編成時期を考慮す

ること。

（4）	「マイナンバー制度」による影響の軽減

　「マイナンバー制度」の導入に伴い、国と地方の情報連携が始まることにより、市区町村における国民年金事務が

一気に軽減される見込みではないことから、国民年金等事務取扱交付金が急激に下がらないよう特段の配慮を行う

こと。

３ 国民年金制度に係る要望について

（1）	障害基礎年金の誕生月に提出する障害状態確認書（診断書）の要件緩和

　障害基礎年金受給権者は、概ね１年から５年ごとに誕生月にあわせて障害状態確認届が送付され、誕生月中に受
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診して月末までに提出するようになっているが、病院の予約がいっぱいで誕生月に受診できない場合が見受けられ

るなど、受給権者及び病院ともに障害状態確認届の提出に苦慮している現状がある。

　障害基礎年金請求時に提出する診断書が認定日の３カ月以内としていることから、障害状態確認届についても受

診期間を延長するなど要件緩和を図ること。

　併せて、20歳前傷病による障害状態確認届についても、現状は６月末に送付して７月末までの提出となっている

が、送付及び受診期間を１カ月程度早めるよう検討すること。

（2）	20歳前傷病による障害基礎年金請求時の初診証明の要求緩和

　20歳前傷病を原因とした障害基礎年金請求時の初診を証明する書類については、現行、知的障害を除き、その傷

病で一番最初に行った病院の受診状況等証明書を必ず添付させているが、初診と思って取得した受診状況証明書に

他院からの紹介と記載されていて取得しなおさなければならないケースがみられ、その都度、手間と証明書代が追

加でかかり、申請が遅くなる現状がある。

　障害基礎年金は、初診から１年６月を経過した日を障害認定日とすることから、20歳前障害については、18歳６

カ月までの受診状況等証明書であれば有効とみなすよう、初診証明の要件緩和を図ること。

（3）	障害基礎年金の子（施設入所者）の加算に係る生計維持関係の適正化

　障害基礎年金の請求時や受給権者所得状況届・生計維持確認届提出の際、加給年金対象の子がいる場合、受給権

者が子を自ら育てることができず、施設に預けるケースも見られ、生計維持に関して相談がある。

　子が施設に入所していても生計維持関係にあるのかどうか基準があいまいであり、他法との適合性がとれていな

いように思われる（児童福祉施設等に入所している子にかかる児童手当は、施設等の設置者に支給することになっ

ている）。

　障害基礎年金受給権者本人が自ら子育てできず、かつ、施設入所の費用負担がないのであれば「生計維持関係な

し」として取り扱うなど、適正化を図ること。

（4）	老齢基礎年金請求書内への支給開始年齢確認ページの設定

　老齢基礎年金を請求する際、窓口にて繰上げ・繰下げ請求の意思確認を行い、別紙に記入しているが、重要な項

目であるにもかかわらず、請求書本体にページが設けられていないことから、確認漏れが生じる可能性が高い。

　そのため、老齢基礎年金の請求書本体に、機構独自様式である繰上げ・繰下げ意思の確認ページを設けられるよ

う法整備等を行うこと。

４　日本年金機構への要望について

（1）	住民への電話サービスの向上及び応答スキルの向上

　近年、年金事務所及びねんきんダイヤルへ電話がつながらないことや、自動音声案内のガイダンスが長く複雑で

わかりにくいうえに、特に、ねんきんダイヤルは誤った案内をすることが多く、年金事務所での手続きを「市区町村

の窓口で」と案内したり、手続きに必要な書類の説明漏れも多いため、市区町村への苦情が絶えない状況にある。

　そのため、日本年金機構は、年金事務所及びねんきんダイヤルにおいて正確な応答ができるようスキルの抜本的

改善を図るとともに、回線数を大幅に増加して応答率の向上を図ること。併せて、高齢者も電話しやすいよう自動

音声案内ガイダンスを見直すよう強く要望する。

（2）	市区町村職員からの電話照会に迅速に対応できる体制整備

　市区町村では、窓口対応の際、日本年金機構への電話照会が必須となっているにもかかわらず、年金事務所もね

んきん加入者ダイヤル（市区町村用）も照会電話が非常につながりにくく、住民を窓口で長時間待たせることが常

態化している。

　特に、ねんきん加入者ダイヤルでは、照会可能項目が限定的であり、不足情報は年金事務所へ再照会が必要とな
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るうえに、不必要なガイダンス等により必要以上に時間がかかったり、正確な情報が提供されないケースも多くみ

られ、非常に利用しづらい状況にある。

　そのため、日本年金機構は、市区町村職員からの電話照会に迅速に対応できる体制を整備するとともに、ねんき

ん加入者ダイヤルについては氏名検索・配偶者情報等回答項目を追加し、スキルアップを図ること。

（3）	市区町村との連携強化

　市区町村連携グループは、市区町村と年金事務所の連携強化を図るため、市区町村のニーズを的確に把握のうえ、

「マイナンバー制度による情報連携の本格稼働」「年金生活者支援給付金」などの大幅な事務変更が見込まれる場合

は、市区町村で十分な準備期間を設けられるよう、事務説明会の早期実施や早い段階での情報提供などを積極的に

行っていくことを強く要望する。

（4）	日本年金機構内での組織内連携の強化

　日本年金機構では、組織改革の一環として、広域事務センターへの事務統合など機能を集約しているが、一方で

事務権限が明確に分かれ、組織内での連携が取れていない状況が見受けられる。また、市区町村からの疑義に対す

る担当窓口が分かりにくいうえに、返戻文書に担当者名がないため、速やかに回答を得られない実情などもある。

　今後、全国で集約化を進めるにあたり、市区町村にも照会先を明確に示すとともに、照会に対して速やかに対応

できるよう、組織内連携の強化を図ること。

５　制度改正に係る事務説明会の開催について

　年金制度については、今後、平成31年１月以降に予定されているマイナンバー利用による日本年金機構から市区町村

への情報連携開始や2019年10月実施予定の年金生活者支援給付金など、大幅な事務変更が見込まれている。

　平成31年１月以降のマイナンバーによる情報連携では、日本年金機構が課税情報を取得することができるようにな

ることから、主に免除事務にかかる大幅な事務変更が見込まれており、また、年金生活者支援給付金についても、申請

受付の一部について市区町村の窓口で受付することが想定されている。

　このように、大幅な事務変更が見込まれる制度改正の際は、人員配置も含めた準備期間及び予算要求等が必要である

ため、市区町村の予算計上時期に間に合うよう、早期の情報提供を行うこと。

　併せて、今回のような大きな法改正時には、市区町村からの開催要望の有無にかかわらず、日本年金機構と連携のう

え、市区町村担当者職員対象の事務説明会を適時開催し、厚生労働省及び日本年金機構が主体となって、早期に詳細な

情報提供を行うことを強く要望する。

　なお、事務説明会の開催案内については、市区町村の予算計上が可能な時期までに周知を図ること。

全国都市国民年金協議会　　
会長　大分市長　佐藤樹一郎
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　基調講演では、厚生労働省の高橋俊之年金管理審議官の「公的年金等をめぐる動向について」をテーマとした講演（マイナン
バー・国民年金第１号被保険者の産前産後免除）が予定されていた。

　分科会報告では、第１分科会で協議した概要をリーダーから報告してもらう予定であった。事例発表については、「平成30年
度 市区町村国民年金事業功績厚生労働大臣表彰」を受賞した市区町村を代表して、神戸市から取り組み事例の発表と、九州都
市国民年金協議会の理事会及び総会等を九州各県持ち回りで年１回開催している事例について、大分県豊後大野市から報告し
てもらう予定であった。そして最後に、厚生労働省及び日本年金機構から講評をもらう予定であった。

■【参考資料】最新制度説明会資料
○［第１部］（抜粋）

　  ２日目予定（２）：基調講演

　  ２日目予定（３）：分科会報告・事例発表等
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○［第２部］（抜粋）
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